
 

令和５年度一般会計・特別会計・企業会計決算の概要 

一般会計 

１ 決算規模 

 歳入総額  ３７２億９,８８２万円 （前年度比１６.５％） 

前年度 ３２０億１,４４０万円 

 歳出総額  ３６１億６,２６３万円 （前年度比１７.９％） 

前年度 ３０６億８,１４４万円 

＊表示単位未満四捨五入        

 

歳入総額は３７２億９,８８２万円で、前年度に比べ５２億８,４４２万円、１６.５％の増加となり

ました。 

歳出総額は３６１億６,２６３万円で、前年度に比べ５４億８,１１９万円、１７.９％の増加となり

ました。 

この結果、繰越事業に充当される財源２億１，８８４万円を除くと、実質収支額は９億１,７３５万

円となりました。 

 

〔単位：千円、％〕 

区 分 ５年度 ４年度 増減額 増減率 

歳入総額 ３７,２９８,８２０ ３２,０１４,４００ ５,２８４,４２０ １６.５ 

歳出総額 ３６,１６２,６３３ ３０,６８１,４３８ ５,４８１,１９５ １７.９ 

歳入歳出差引 １,１３６,１８７ １,３３２,９６２ △１９６,７７５ △１４.８ 

翌年度へ繰り越すべ

き財源 
２１８,８４０ ７７５,２２２ △５５６,３８２ △７１.８ 

実質収支額 ９１７,３４７ ５５７,７４０ ３５９,６０７ ６４.５ 

 

２ 歳入決算の特徴 

〔 〕内の数値は、対前年度比の増減率、増減額 
（１）市税 

市税は１５０億６千５百万円〔△7.4％、△12.1 億円〕で、そのうち法人市民税は３２億９千

９百万円〔△24.0％、△10.4億円〕となりました。 

（２）地方交付税 

地方交付税は２億１千万円〔△92.0％、△24.0億円〕で、そのうち普通交付税は算定基礎とな

る基準財政収入額の増加に伴い不交付となりました。 

（３）国庫支出金 

国庫支出金は３０億２千９百万円〔△14.6％、△5.2 億円〕で、新型コロナウイルスワクチン

接種に係る負担金及び補助金や子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金の減少等により減少とな

りました。 

（４）県支出金 

県支出金は４０億８千３百万円〔61.5％、15.5億円〕で、強い農業づくり総合支援交付金、畜

産競争力強化対策緊急整備事業費補助金の増加等により増加となりました。 

（５）寄附金 

寄附金は７億２千９百万円〔537.5％、6.1億円〕で、ふるさと応援寄附金の増加等により増加

となりました 

（６）繰入金 

繰入金は４７億５千８百万円〔2,111.8％、45.4 億円〕で、財政調整基金からの繰入れの増加

等により増加となりました。 
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（７）市債 

市債は３８億２千３百万円〔151.8％、23.0 億円〕で、市民協働まちづくり基金の積立や防災

行政無線の更新整備に伴う借入れの増加等により増加となりました。 

 

３ 歳出決算の特徴と主な事業 

（１）総務費 

総務費は４７億１千５百万円〔△4.7％、△2.3億円〕で、公有財産等総合管理基金への積立額

の減少等により減少となりました。 

                     決算額 

（対前年度伸び率） 

財政調整基金積立事務（公有財産等総合管理基金など） 

 

５億３千６百万円 

（75.8%減） 

市民協働まちづくり基金積立 １２億７千万円 

（45,051,037.5%増） 

 

（２）民生費 

民生費は１０６億７千６百万円〔14.6％、13.6億円〕で、こども基金への積立額の増加等によ

り増加となりました。 

 

こども基金積立 ２０億円 

（皆増） 

物価等価格高騰支援給付金支給事業 ３億５千万円 

（皆増） 

住民税非課税世帯等臨時特別給付金支給事業 １千９百万円 

（94.1%減） 

 

（３）衛生費 

衛生費は２９億４百万円〔△10.4％、△3.4 億円〕で、旧衛生センターの廃止事業の完了や新

型コロナウイルスワクチン接種の減少等により減少となりました。 

 

し尿収集処理運営事業 ５千９百万円 

（80.4%減） 

新型コロナウイルスワクチン接種事業 １億２千３百万円 

（63.8%減） 

斎場運営事業 １億７千２百万円 

（63.2%増） 

 

（４）農林水産業費 

農林水産業費は４０億１千６百万円〔95.6％、19.6億円〕で、農業団体や畜産事業者の施設

整備に対する補助金の増加等により増加となりました。 

 

農業経営活性化事業 １７億３千８百万円 

（382.3%増） 

畜産振興事業 

 

８億７千９百万円 

（139.2%増） 

たん水防除促進事業 

 

５千万円 

（585.6%増） 
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（５）商工費 

商工費は８億５千６百万円〔△2.0％、△0.2億円〕で、伊良湖クリスタルポルトの建物取得の

完了等により減少となりました。 

 

観光施設整備事業 ７千７百万円 

（73.0%減） 

観光情報サービスセンター運営事業 １億１千３百万円 

（143.1%増） 

観光地維持管理事業 ７千７百万円 

（58.2%増） 

 

（６）土木費 

土木費は３３億３千５百万円〔6.1％、1.9億円〕で、道路照明のLED化工事、市道整備に伴う

用地の取得に係る経費の増加等により増加となりました。 

 

道路管理事務 １億７千４百万円 

（230.1%増） 

水路改良事業 ３千１百万円 

（69.9%減） 

道路整備（道路改良・幹線道路整備など） ４億７百万円 

（14.1%増） 

 

（７）消防費 

消防費は１９億４千万円〔50.0％、6.5 億円〕で、防災行政無線の更新整備の増加等により増

加となりました。 

 

防災情報通信施設等整備事業 ６億６千９百万円 

（皆増） 

消防団活動事業 １億１千５百万円 

（13.4%増） 

 

（８）教育費 

教育費は５２億５千２百万円〔56.4％、18.9億円〕で、小中学校の特別教室空調等学校施設の

整備の増加等により増加となりました。 

 

小中学校管理運営（特別教室空調工事など） ２０億２百万円 

（263.8%増） 

童浦小学校整備事業 ２億１千２百万円 

（788.8%増） 

白谷海浜公園陸上競技場運営事業 １億５千７百万円 

（581.1％増） 

 

（９）災害復旧費 

災害復旧費は１億７千６百万円〔727.3％、1.5億円〕で、令和５年６月の大雨により被害のあ

った道路、河川の復旧工事の増加等により増加となりました。 

 

（10）公債費 

公債費は２０億７百万円〔△8.7％、△1.9億円〕で、過去の大規模事業実施のために借り入れ

た市債や臨時財政対策債の償還終了等により減少しているものの、令和５年度末の市債残高につ

いては、令和５年度における借入額が償還額を上回ったことにより、２２１億２千２百万円

〔9.2％、18.7億円〕となりました。  
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特別会計 

国民健康保険及び後期高齢者医療の２特別会計の決算総額は、次のとおりです。 

歳入決算額は８７億４,９０３万円で、前年度に比べ６,８４９万円の増加となりました。歳出決算

額は８６億３,７２０万円で、前年度に比べ１億４,４４８万円の増加となりました。 

歳出の増加は、国民健康保険事業費納付金や後期高齢者医療広域連合納付金の増加により増加とな

りました。 

 

（単位：千円、％） 

会 計 

決   算   額 

歳  入 歳  出 

５年度 ４年度 増減率 ５年度 ４年度 増減率 

国民健康保険 7,819,614 7,787,395 0.4 7,709,674 7,602,579 1.4 

後期高齢者医療 929,419 893,152 4.1 927,526 890,137 4.2 

計 8,749,033 8,680,547 0.8 8,637,200 8,492,716 1.7 

 

◆一般会計及び特別会計の決算規模（企業会計を除く） 

  歳入総額  ４６０億４,７８５万円（前年度比１３.２％） 

           前年度 ４０６億９,４９５万円 

           

  歳出総額  ４４７億９,９８３万円（前年度比１４.４％） 

           前年度 ３９１億７,４１５万円 

 

企業会計 

水道事業会計及び下水道事業会計の２企業会計の決算は、次のとおりです。 

水道事業会計の収益的収支は前年度に比べ受水費等の減少により１,６７４万円の増加、資本的収

支は国庫補助金等の減少により２億３,４２１万円の減少となりました。 

下水道事業会計の収益的収支は前年度に比べ他会計補助金の増加により２,４７５万円の増加、資

本的収支は国庫補助金等の増加により３,７３０万円の増加となりました。 

 水道事業会計 

                消費税等込み（単位：千円、％） 

区分 ５年度 ４年度 増減額 増減率 

収益的収入 1,236,310 1,232,778 3,532 0.3 

収益的支出 1,159,923 1,173,131 △13,208 △1.1 

差引 76,387 59,647 16,740 28.1 

資本的収入 140,570 270,060 △129,490 △47.9 

資本的支出 600,548 495,824 104,724 21.1 

差引 △459,978 △225,764 △234,214 △103.7 
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下水道事業会計 

                消費税等込み（単位：千円、％） 

区分 ５年度 ４年度 増減額 増減率 

収益的収入 2,599,752 2,611,595 △11,843 △0.5 

収益的支出 2,489,099 2,525,696 △36,597 △1.4 

差引 110,653 85,899 24,754 28.8 

資本的収入 812,748 616,816 195,932 31.8 

資本的支出 1,312,603 1,153,967 158,636 13.7 

差引 △499,855 △537,151 37,296 6.9 

 

 

健全化判断比率及び資金不足比率 

 

  （単位：％） 

区分 ５年度 ４年度 早期健全化基準（注） 財政再生基準 

実質赤字比率 － － １２．５５ ２０．００ 

連結実質赤字比率 － － １７．５５ ３０．００ 

実質公債費比率 ２．３ ２．３ ２５．０ ３５．０ 

将来負担比率 － － ３５０．０  

資金不足比率（水道

事業、下水道事業） 

－ － ２０．００  

（注）資金不足比率については、「経営健全化基準」となります。 

 

実質赤字比率及び連結実質赤字比率の「―」表示は、実質赤字及び連結実質赤字がないことを表し

ます。 

将来負担比率の「―」表示は、将来負担額を充当可能財源額が上回っていることを表します。 

資金不足比率の「―」表示は、資金不足が生じていないことを表します。 

いずれの数値も早期健全化基準等を下回るため、健全な財政状況であると言えます。 
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予算現額に対する

歳　入

38,917,719 37,298,820 36,162,633 95.8

9,173,640 8,749,033 8,637,200 95.4

8,205,058 7,819,614 7,709,674 95.3

968,582 929,419 927,526 96.0

48,091,359 46,047,853 44,799,833 95.8

令　和　５　年　度　会　　　

一 般 会 計

特 別 会 計

国 民 健 康 保 険

合　　　　計

歳出総額（Ｂ）歳入総額（Ａ）予算現額

後 期 高 齢 者 医 療
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（単位：千円）

決算額の比率（％） 歳入歳出差引額 翌年度へ繰り越す 実質収支 単年度収支 令和４年度

歳　出 (Ａ)－(Ｂ)　　(Ｃ) べき財源　（Ｄ） (Ｃ)－(Ｄ) 　 (Ｅ) (Ｅ)－(Ｆ) 実質収支 (Ｆ)

92.9 1,136,187 218,840 917,347 359,607 557,740

94.2 111,833 0 111,833   75,998 187,831

94.0 109,940 0 109,940   74,876 184,816

95.8 1,893 0 1,893   1,122 3,015

93.2 1,248,020 218,840 1,029,180 283,609 745,571

　計　別　決　算　額
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一　般　会　計　歳　入　決　算　額　
（単位：千円）

決　算　額 構成比(％)
対前年度
伸率（％）

決　算　額 構成比(％)

1 市 税 15,064,988 40.4   7.4 16,276,872 50.8

2 地 方 譲 与 税 458,600 1.2 0.8 455,066 1.4

3 利 子 割 交 付 金 3,895 0.0   4.7 4,085 0.0

4 配 当 割 交 付 金 80,757 0.2 13.3 71,248 0.2

5
株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金

82,961 0.2 70.8 48,581 0.2

6 法人事業税交付金 223,129 0.6   44.1 399,302 1.2

7
地 方 消 費 税
交 付 金

1,516,868 4.1   2.2 1,550,837 4.8

8
ゴ ル フ 場 利 用 税
交 付 金

13,974 0.0 8.2 12,918 0.0

9 環境性能割交付金 104,845 0.3 9.1 96,115 0.3

10 地 方 特 例 交 付 金 58,674 0.2   3.0 60,462 0.2

11 地 方 交 付 税 210,157 0.6   92.0 2,612,640 8.2

12
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

8,762 0.0   8.6 9,586 0.0

13
分 担 金 及 び
負 担 金

13,649 0.0   19.4 16,929 0.1

14
使 用 料 及 び
手 数 料

512,888 1.4 1.3 506,421 1.6

15 国 庫 支 出 金 3,029,189 8.1   14.6 3,545,230 11.1

16 県 支 出 金 4,083,198 10.9 61.5 2,529,050 7.9

17 財 産 収 入 105,083 0.3 44.4 72,788 0.2

18 寄 附 金 728,816 2.0 537.5 114,317 0.4

19 繰 入 金 4,758,412 12.8 2,111.8 215,136 0.7

20 繰 越 金 1,276,962 3.4 44.8 881,872 2.8

21 諸 収 入 1,139,913 3.1 12.1 1,016,645 3.2

22 市 債 3,823,100 10.2 151.8 1,518,300 4.7

37,298,820 100.0 16.5 32,014,400 100.0

38,917,719 7.2 36,309,983

  1,618,899   62.3   4,295,583

※ 予算現額には、「継続費及び繰越事業費繰越財源充当額」を含む。

区　　　　分
令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度

予算現額（Ｂ）

差引（Ａ）－（Ｂ）

歳入合計（Ａ）
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一　般　会　計　歳　出　決　算　額　
（単位：千円）

決　算　額 構成比(％)
対前年度
伸率（％）

決　算　額 構成比(％)

1 264,704 0.7 21.1 218,651 0.7

2 4,715,084 13.0   4.7 4,945,644 16.1

3 10,676,233 29.5 14.6 9,313,849 30.4

4 2,904,168 8.0   10.4 3,240,588 10.6

5 21,307 0.1   1.6 21,651 0.1

6 4,016,275 11.1 95.6 2,053,721 6.7

7 855,720 2.4   2.0 873,476 2.8

8 3,334,994 9.2 6.1 3,142,970 10.2

9 1,939,769 5.4 50.0 1,293,142 4.2

10 5,251,702 14.5 56.4 3,358,305 10.9

11 175,994 0.5 727.3 21,274 0.1

12 2,006,683 5.6   8.7 2,198,167 7.2

13 0 0.0 0.0 0 0.0

36,162,633 100.0 17.9 30,681,438 100.0

38,917,719 7.2 36,309,983

2,755,086   51.1 5,628,545

1,502,199   60.1 3,766,019

1,252,887   32.7 1,862,526

※ 予算現額には、「継続費及び繰越事業費繰越額」を含む。

令 和 ４ 年 度
区　　　　分

令 和 ５ 年 度

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

予 備 費

歳出合計（Ａ）

予算現額（Ｂ）

差引 (Ｂ)－(Ａ)＝(Ｃ)

（Ｃ）の
内　 訳

翌年度
繰越額

不用額
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（単位：千円）

区　分 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度
前年比
増減

個人市民税 3,814,760 3,581,557 3,492,410 3,659,549 3,566,556 △ 2.5

法人市民税 3,784,248 2,008,993 992,078 4,341,705 3,298,511 △ 24.0

市民税 計 7,599,008 5,590,550 4,484,488 8,001,254 6,865,067 △ 14.2

固定資産税 7,445,093 7,363,554 6,973,263 7,058,735 6,969,613 △ 1.3

軽自動車税 225,542 239,502 248,801 257,232 261,531 1.7

市たばこ税 448,242 406,309 402,495 429,577 433,596 0.9

鉱産税 130 56 1 0 0 －

特別土地保有税 0 0 0 0 0 －

入湯税 22,265 6,612 7,468 13,562 15,036 10.9

都市計画税 523,146 528,829 510,875 516,512 520,145 0.7

市税 合計 16,263,426 14,135,412 12,627,391 16,276,872 15,064,988 △ 7.4

市税の推移
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令和３年度 令和４年度 令和５年度

基 準 財 政 需 要 額
（ 一 本 算 定 ）

（千円） 13,123,058 13,340,800 14,062,838

基 準 財 政 収 入 額
（ 一 本 算 定 ）

（千円） 12,041,330 11,081,599 14,716,999

0.92 0.83 1.05

0.99 0.91 0.93

普 通 交 付 税 交 付 額 （千円） 1,081,731 2,259,200 0

臨時財政対策債発行可能額 （千円） 1,818,721 802,634 0

標 準 財 政 規 模 （ 臨 時 財 政
対 策 債 発 行 可 能 額 含 む ）

（千円） 18,267,498 17,205,448 18,971,782

実 質 収 支 比 率 （％） 4.8 3.2 4.8

93.6 77.4 99.0

(101.2) (80.4) (99.0)

積 立 金 現 在 高 （千円） 14,162,459 16,264,036 15,501,332

う ち 財 政 調 整 基 金
現 在 高

（千円） 7,386,536 7,490,237 3,553,334

土 地 開 発 基 金 （千円） 2,802,173 2,804,143 2,808,472

地 方 債 現 在 高 （千円） 20,870,970 20,251,651 22,121,581

債 務 負 担 行 為
翌 年 度 以 降 支 出 予 定 額

（千円） 15,118,747 15,230,295 15,358,328

経 常 収 支 比 率 （％）

※ 経常収支比率の括弧内は、減収補 債及び臨時財政対策債を経常一般財源等から除
    いた比率である。

財政指数等

区　　　　分

財 政 力 指 数 （ 単 年 度 ）

財 政 力 指 数 （ ３ か 年 平 均 ）
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令和４年度末 令和５年度 差引現在高

現 在 高 発 行 額 Ａ＋Ｂ－Ｃ

Ａ Ｂ 元　　金 利子 計
　 Ｃ Ｄ

政府資金 6,955,159 226,600 860,787 16,499 877,286 6,320,972

地 方 公 共 団
体金融機構

1,949,201 2,142,600 0 438 438 4,091,801

市 中 金 融 機
関

10,027,345 1,329,900 963,219 30,280 993,499 10,394,026

共済等 1,319,946 124,000 129,164 6,296 135,460 1,314,782

20,251,651 3,823,100 1,953,170 53,513 2,006,683 22,121,581

政府資金 476,475 100,000 11,987 1,140 13,127 564,488

476,475 100,000 11,987 1,140 13,127 564,488

政府資金 5,633,719 246,100 454,799 52,626 507,425 5,425,020

地 方 公 共 団
体金融機構

1,013,100 0 140,056 18,910 158,966 873,044

市 中 金 融 機
関

196,436 49,800 20,646 557 21,203 225,590

6,843,255 295,900 615,501 72,093 687,594 6,523,654

政府資金 2,039,787 173,500 156,367 15,657 172,024 2,056,920

地 方 公 共 団
体金融機構

443,774 0 54,414 8,813 63,227 389,360

市 中 金 融 機
関

54,280 0 9,600 124 9,724 44,680

2,537,841 173,500 220,381 24,594 244,975 2,490,960

30,109,222 4,392,500 2,801,039 151,340 2,952,379 31,700,683

市債現在高の状況
　（単位：千円）

会計 区分
令和５年度元利償還額

下水道事
業会計
（農業集
落排水事
業）

小計

合　計

一般会計

小計

水道事業
会計

小計

下水道事
業会計
（公共下
水道事
業）

小計
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（R6.5.31現在）

　　　　　　　 千円　　　　　　　 千円　　　　　　　 千円

7,388,009 3,351,106

 有価証券
（株式:取得価格）

102,228 202,228

計 7,490,237 3,553,334

 教育文化振興基金  現金預金 112,125 232,879

 緑化推進基金  現金預金 140,165 113,740

 国際交流振興基金  現金預金 190,881 189,400

 公有財産等総合管理基金  現金預金 4,592,466 4,200,385

 地域福祉基金  現金預金 241,567 217,119

 国民健康保険基金  現金預金 181,031 41,186

 臨海緑化基金  現金預金 509,993 477,003

 災害対策基金  現金預金 992,606 988,525

 市民協働まちづくり基金  現金預金 979,093 2,217,879

 ふるさと応援基金  現金預金 110,647 528,012

 地域医療推進基金  現金預金 876,165 757,434

 森林環境保全推進基金  現金預金 28,091 25,622

 こども基金  現金預金 0 2,000,000

8,954,830 11,989,184

　　　　　　　 千円　　　　　　　 千円　　　　　　　 千円

1,747,017 1,332,377

 田原市土地開
 発公社貸付金

405,630 566,110

 運用金 0 0

 土地 651,496 909,985

計 2,804,143 2,808,472

2,804,143 2,808,472

＊出納整理期間中の増減を含む。

 財政調整基金

 現金預金
△ 4,036,903

100,000

△ 3,936,903

基金残高の状況

 区          分 前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高

特
　
定
　
目
　
的
　
基
　
金

120,754

△ 26,425

△ 1,481

△ 392,081

△ 24,448

△ 139,845

△ 32,990

△ 4,081

1,238,786

417,365

△ 118,731

2,000,000

特定目的基金　計 3,034,354

△ 2,469

0

決算年度末現在高 区          分 前年度末現在高 決算年度中増減高

定
額
運
用
基
金

 土地開発基金

 現金預金
△ 414,640

160,480

258,489

4,329

合　計 4,329
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